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 1952年 4月 28日、サンフランシスコ平和条約の発効により、約 6年 8カ月に及んだ
米国軍による占領統治は終結し、日本は独立を回復した。同時に日米安全保障条約（以
下、安保条約）が締結され、安保条約と同時に発効した日米行政協定（日本国とアメリ
カ合衆国との間の安全保障条約第 3 条に基く行政協定、全 29 条）により、米国占領軍
は在日米軍として引き続き日本に駐留することになった。 
 52年 3月末現在、在日米軍施設は 2,824件、米軍兵力 26万人、53年から 54年の米軍基
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地は全国に 733カ所、総面積は約 1,900㎢（ほぼ大阪府の面積）に及んだ4。 
 53年当時、群馬県内には一時使用を含めて 8カ所に米軍施設が存在しており、相馬 
ヶ原（Camp weir）演習場での彈拾い関係での死傷事故件数は、「昭和 28年から 32年の
間に 14 件（うち死亡 7、重傷 8、軽傷 7―群馬県文書）であった。」（『群馬県百年史』
下巻ｐ997）と記されている。 













  日米安保条約第 3条(米国の軍隊の日本国内及びその付近における配備を規律する条件 
は両国政府間の行政協定で決定する)の委任条項に基づき、52年 1月 29 日から東京で日 
米行政協定交渉(日本側代表国務大臣岡崎勝男と米国政府特使 David Dean. Rusk=D. ディ 
ーン・ラスク)は、開始され、当初 2週間程度で合意に至るとの予想を超えて約 1か月 
後の 2月 28日に署名された。 


























 3 月 25 日の参議院本会議では、予算案との関連で野党が「行政協定は国会の承認を要す
る」との決議案(野党連合共同提案)を上程した。反対 116、賛成 82 で同決議案は否決され
た。翌 26 日の衆議院でも同様に否決された。 
条約局長として交渉にあたった西村熊雄は、交渉で問題になった点として、日本の提供 
する施設と区域(第 2 条)、刑事裁判権(第 17 条)、非常時の共同防衛のための協議(第 24 条)、

















 刑事裁判権についての日米対立は解消されなかったが、日本側は 1951 年 6 月 19 日にロ
ンドンで署名された「軍隊の地位に関する北大西洋条約当事国間の協定」(「ロンドン協定」)




 合意された日米行政協定第 17 条刑事裁判権の規定(一部抜粋)は以下の通り。「1 1951 年







 1953 年 8 月 23 日に米国で「ロンドン協定」が発効したのを受けて、9 月 29 日に日米行
政協定第 17 条を改正する議定書(行政協定第１７条を改正する議定書及び同議定書に関す
る合意された公式議事録)が署名され、10 月 29 日に発効した。 










使する権利を有する。(c) 略 3 裁判権を行使する権利が競合する場合には、次の規定が
適用される。(a) 合衆国の軍当局は、次の罪については、合衆国軍隊の構成員又は軍属に対




1次の権利を有する。以下 略 」 
この改正で日本側にも条件付きながら専属的裁判権行使の権利が認められるようになっ
た。 
 日米行政協定第 26 条は、協定実施に関する双方の協議機関として日米合同委員会が設置 
されることを以下のように規定した。「１ この協定の実施に関する相互の協議を必要とす 
るすべての事項に関する日本国と合衆国との間の協議機関として、合同委員会を設置する。 
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合同委員会は、特に、合衆国が安全保障条約第 1 条に掲げる目的の遂行に当たって使用す 
るため必要とされる日本国内の施設又は区域を決定する協議機関として任務を行う。2 合
同委員会は、日本国の代表者 1 人及び合衆国の代表者 1 人で組織し、各代表者は、1 人又
は 2 人以上の代理及び職員団を有するものとする。略 合同委員会は、日本国又は合衆
国のいずれか一方の要請があるときはいつでも直ちに会合することができるように組織
する。」 






事裁判権分科委員会)での協議を申し込んだ。3 月 7 日、ようやく米国側が協議に応じる





















  53 年 10 月 29 日に発効した「日米行政協定第 17 条を改正する議定書」後、日米合同
委員会ではこの「公務」の定義と解釈について議論・協議してきた13。 
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  2009(平成 21)年 9 月の民主党政権成立後、2011(平成 23)年 8 月 26 日付で外務省は、
「1953 年の日米行政協定(日米地位協定の全身)第 17 条(刑事裁判権)改正交渉に係る外交
記録及び関連資料」を公表した。 
  さらに 12 月 16 日付で行政協定第 17 条第 3 項(a)の(ⅱ)にいう「公務」に関して「『公
務』の範囲に関する日米合同委員会合意の新旧対照」を公表した。 
  それによると、１、改正後(2011 年 12 月 16 日改正)(全文省略) ２、改正前(1956 年 3








  外務省公表の「刑事裁判管轄権に関する合意事項」(1953 年作成その後随時改正で)の(公











年 6 月 25 日の朝鮮戦争開始以降、基地・演習地の新設や拡張など新たな米軍基地問題
が起き、地元で反対運動が展開されることになっていった。 
 52年 6月 24日には、朝鮮戦争に反対して大阪で吹田事件、板方事件が起き、反戦・
平和運動も展開された。9月には、石川県河北郡内灘村砂丘地への砲弾試射場建設反対




りの件では、52 年 12 月の日米合同委員会において次のように合意されている。「演習
場の立入に関する事項」、演習場への立入、責任並びに警戒予告として 5項目。1．訓練










などで子供たちを取り巻く環境の悪化を訴えた。5 月 26 日、左派社会党は軍事基地反
対闘争の全国的展開のための特別委員会の設置を決め、右派社会党は、外国軍人等によ
る被害調査特別委員会を設置、被害調査と被害補償を政府に要求することを決めた。 
6 月には内灘闘争が激しくなり、6 月 18 日には立川基地で米軍輸送機墜落事故(米軍
兵士 129人死亡)が起き、米軍基地の危険性が現実のものとなった。25日には日中友好
協会など約 400 名が参加して軍事基地反対国民大会が開かれた。55 年７月には米軍立
川基地拡張に反対する砂川闘争が展開された。 







53年 9月 11日付の NSC(国家安全保障会議)下の PSB(心理戦略局)は、「海外でのアメ
リカの威信の低下」(Reported Decline in US Prestige Abroad)と題する特別報告書を
作成した17。報告では、世界 27ヶ国(ヨーロッパとカナダの 11ヶ国、極東と西太平洋の

































50年代後半の日本の政治社会状況は、55年 10月 13日に社会党が統一され、11月 15
日には自由民主党(保守合同)が結成され、いわゆる 55 年体制が成立した。岸信介は社
会党の統一に強い危機感を持ち、保守合同を積極的に推進した。56 年 10 月 19 日には
日ソ国交回復が実現し、12月 18日には日本の国連加盟が採択され、国際社会への復帰








国と安全保障網を結び、ほぼ 35ヶ国に 450もの軍事基地を設置していた20。 
米国軍は、前述の NATO 諸国をはじめ日本、韓国、フィリピンなどアジア諸国等に駐
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留し、その受入国との間で裁判権問題を歴史的に抱えてきている。最近、日本などの受
入国の刑事裁判権放棄の詳細が明らかにされている21。 
   
3 日本側の事件対応 




































 2 月 15 日 最高検は、公務外で裁判権は日本側にあると結論づけた。 
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 5 月 21 日の『読売新聞』夕刊は、相馬ヶ原事件の行方、の見出し記事で、裁判権をめぐ
る日米間の対立状況を、激突した国民感情と表現し、訪米を控えた岸首相にとって気持の
よくない問題であり、両国国民感情の冷却期間とのタイミングが一つのむずかしいヤマと


































前掲の『読売新聞』社説で言及した台北暴動とは、3 月 20 日に台北市の米軍事顧問団宿
舎でレイノルズ(Robert G. Reynolds) 陸軍曹長が中国人を射殺し、24 日にはレイノルズが
無罪判決(正当防衛)をうけて帰国したことに抗議して、中国人(台湾人)が米国大使館を襲撃
した事件である23。 










5 月 24 日付のマッカーサー大使から国務省宛の電報では、ジラード兵が故意に殺害した
とは思えないが、明らかに公務に関連しない彼の行為で殺害した責任はあると指摘した。
さらに 1953 年 10 月以降、米軍の違反が 14,000 件を超えているが日本側が裁判権を行使し








 6 月 9 日付の『上毛新聞』は、「彼は殺人者ではない、とても信じられない 本当にやさ
しい人なのに」との見出しでジラードの婚約者末山ハルさんが仏壇に手を合わせる写真と



















た世論を軟化させる、いわゆる世論操作を企図したものと言える。なお、7 月 5 日、二人は
米軍基地内で結婚式を挙げた。 
 
4 米国側の事件対応  
２月７日、「公務に関する証明」が第八騎兵連隊Ⅱ中隊指揮官中尉カール・Ｃ・エリグッ
ド名で前橋地方検事正宛に提出された。そのなか(日本語訳の一部)で、「技術伍長ウイリア
ム・Ｓ・ジラードは 1957 年 1 月 30 日午後 1 時五十分キャンプウェア射撃場に於て公務を
執行していたがその時、彼は次の事件にかかり合いになった。以下略」。この証明での問題
点は、公務を執行中で事件にかかり合いになった、との指摘である。 






























にこれは日本が西欧世界に門戸を開きて以来極度に敏感であった sense of sovereigntyの現
れであり、また敗戦と米軍による占領に対するリアクションでもある。しかし日本側とし
てもかかる事態の下において grave anxiety を起こすことなくして米兵に対する管轄権を

































 山本(2015)は、アイゼンハワー大統領が事件後ほぼ 1 週間後に書かれて送付されたと思わ
れるジラードの母の手紙への返書(6 月 13 日日付)を書き、母の手紙の内容は確認されない
が、この返書の内容から、母は大統領の力で日本の司法の手に渡されそうな息子の身柄を
合衆国側に取り戻してほしいと嘆願したのだろう、と推測している29。 
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国憲法と諸法律に違反する、との裁定を下した。 
6 月 19 日からの訪米を目前にした岸首相は、社会党などの日本国内での批判と米国議会、
米国世論の厳しい反対に直面していた。 
 
5  岸訪米前の日米協議 





























 5 月 20 日付のロバートソン(Walter S. Robertson)国務次官補からダレス国務長官宛の報
告「主題 日本の裁判所によるジラード三等特技兵の裁判」は、事件の事実・経緯、刑事






 5 月 25 日付のロバートソン国務次官補とダレス国務長官の電話対話メモ(主題 The 
Girard Case) では、事件は公務中か外なのか、行政協定第 17 条の規定、刑事裁判権の放
棄手続きなど、大統領への事件の報告書に関して議論していた35。 

















   
6  日米首脳会談38での協議 
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 7 月 11 日、米国最高裁判所は、政府がジラードを裁判のために日本に引き渡す権限を認
める裁定を下した。この決定を岸首相は大変幸せであるとし、両国関係がより一層緊密に








   
結びとして-―「ジラード事件」の意義  








を求める運動も起きたが、控訴されず、判決が確定し、ジラードは 12 月 6 日、帰国した。 























他方で、米兵の士気の低下を危惧して微罪(ほぼ無罪)とした。    
日本の刑事裁判権行使に対する米国内での反発、反対は事件の真相が伝わり、沈静化し
ていった。米国議会内には、行政協定への批判や米兵が憲法上保障されている人権の軽視









なる FRUS 文書は No.130,No.137 である。 
 山本(2015)は、この裁判は見せる裁判であったとし、裁判閉廷後の日米関係者の記念写真
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Abstract 
Girard Incident and Japan-U.S. Relations. 
 
 Hisao  Ohnuma 
On the afternoon of January 30, 1957, shooting incident was occurred at 
Somagahara maneuver area in Gunma prefecture. 
 Japanese woman age 46, gathering cartridge cases for scrap value was accidentally 
killed on fire range by American soldier. his name was William S. Girard. After this, it 
was known as ‘Girard Incident’.      
  This incident became a big political-diplomatic issue between Japan and United 
States, Particularly in terms of the first right of criminal jurisdiction in according with 
the provisions of Japan-U.S. Administrative Agreement. Japan and United Sates had 
opposite public opinions about this incident. 




       
